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要旨 

一般住民コホート調査の結果より、変形性股関節症（股関節 OA）の有病率は 15.7％、

重症股関節 OA の有病率は 2.1％であり、股関節 OA は男性の有病率が高く、一方で

重症股関節 OA は女性の有病率が高かった。重症股関節 OA は股関節痛と極めて強く

関連した。また、本邦の一般住民における寛骨臼形成不全（AD）の有病率は 13.9％

であり、股関節痛と重症股関節 OA と関連することがわかった。さらに本邦の一般住

民の 10 年間に及ぶ追跡調査の結果より、股関節 OA の発生率は 7.5/1,000 人年、股

関節 OA の増悪率は 4.3/1,000 人年であった。さらに股関節 OA 発生に対する危険因

子は年齢、肥満、AD であり、股関節 OA 増悪に対する危険因子は股関節痛、AD で

あることを解明した。 
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第1章 序文 

変形性関節症（osteoarthritis, OA）は、関節への負荷により、関節軟骨の変性と摩耗

が生じ、さらに関節滑膜の炎症、骨性増殖を伴い、進行性に関節機能が障害される疾

患である[1]。2019 年の厚生労働省国民生活基礎調査の結果によると、OA を中心と

した「関節疾患」は高齢者が要支援・要介護になる原因の 5 位（10.8％）となってお

り（厚生労働省：2019 年国民生活基礎調査の概況 https://www.mhlw.go.jp/toukei/ 

saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa19/index.html）、OA が多くの高齢者の健康寿命を短縮し、

さらに医療費の高騰、労働力の低下の一因となっていると考えられる。したがって、

超高齢社会に突入した本邦において、高齢者の日常生活活動（activities of daily living, 

ADL）や生活の質（quality of life, QOL）を維持向上させるためには、OA の予防や

悪化防止は喫緊の課題である。 

OA 変化はどの関節にも起こりうるが、なかでも股関節は荷重関節の一つであり、

OA の頻度が高い関節とされている[1]。股関節 OA においては、疼痛や筋力低下に加

えて、関節可動域の低下を伴い、病期が進行すると歩行機能の著しい障害を生じる。

したがって股関節 OA の予防は、高齢者の ADL、QOL 改善に重要である。 

一般にある疾患を予防するためには、まずどのくらいの罹患患者がいるのか（有病

率）を明らかにし、それに影響を及ぼす要因は何かを明らかにする必要がある。さら

に追跡調査が可能となれば、どのくらいの患者が発生するのか（発生率）、発生に影響
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する要因は何かを明らかにすることができる。これらを明らかにすることは、疾病予

防の第一歩である。しかしながら、OA をはじめとする運動器疾患は高齢者に多く、

慢性に進行し、経過が長いという特徴があり、経過期間中は症状がほとんどない状態

が長いため、医療機関を受診しないことが多い。そのため医療機関において早期の段

階で疾患を発見することは困難であり、予防に必要な疫学指標の推定のためには、一

般住民の集団（コホート）を設定して、集団全体について横断的・縦断的な検討を行

う必要がある。このような事情のために、予防のニーズが高いと考えられるにもかか

わらず、OA を目的疾患とした疫学研究の報告は極めて少ない。 

本邦における一般住民を対象とした股関節 OA の疫学調査を検索したところ、一般

住民の調査から有病率を推定し得たのは Yoshimura らの和歌山県の山村住民 198 名

の調査結果（男性 0％、女性 2.0％）のみである[2]。これはランダムサンプリングに

よる調査であるが、対象人数は十分とは言えず、日本人における股関節 OA の有病率

を推定するには限界がある。欧米の一般住民を対象とした疫学調査は数編報告されて

いる[3-5]。Jordan らは、アメリカにおける股関節 OA の有病率はコーカソイドでは

26.6％、アフリカ系アメリカ人では 32.1％と報告しており[3]、Odding らは、オラン

ダにおける股関節 OA の有病率は男性 14.1％、女性 15.9％と報告している[5]。Nevitt

らは、中国における一般住民を対象とした調査において、有病率が男性 0.9％、女性

1.1％であったと報告している[6]。さらに、和歌山県山村部の調査結果と、同様の方
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法をとったイギリスの調査結果とを比較した前述の報告では、日本人の中高年におけ

る股関節OAの有病率は男性 0％、女性 2.0％であり、イギリス人の結果（男性 11.0％、

女性 4.8％）と比較して日本人の有病率は低いことが示唆されている[2]。これまでの

報告から、欧米やアジアといった地域や人種によって有病率が大きく異なると考えら

れるため、本邦における股関節 OA の実態を把握するためには、本邦における一般住

民を対象とした大規模な調査が必要不可欠である。 

 日本人と欧米人において股関節 OA 有病率に著明な差を生じる原因の一つとして、

寛骨臼形成不全の存在が考えられている。寛骨臼形成不全は大腿骨頭に対する寛骨臼

の被覆が浅い状態であり、荷重面積の低下により関節への荷重負荷が増加する股関節

の形態異常である[7]。日本人は寛骨臼形成不全の頻度が高いため、これに起因する二

次性の股関節 OA が多く、欧米人の股関節 OA とは発生機序が異なるのではないかと

の仮説がある[8]。しかしこの仮説を検証するために必要な一般住民を対象とした寛骨

臼形成不全の疫学調査は、股関節 OA と同様にほとんど行われておらず、有病率を含

む基本的な疫学的指標や、股関節 OA との関連については明らかではない。 

 そこで、まず研究Ⅰでは、一般住民コホートにおける横断調査によって、股関節 OA

および寛骨臼形成不全の実態を明らかにすることにした（「Ⅰ-1 本邦の一般住民に

おける股関節 OA の有病率の推定と、その関連因子の検討」、「Ⅰ-2 本邦の一般住民

における寛骨臼形成不全の有病率の推定と、股関節 OA との関連の検討」）。これによ
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り、本邦における股関節 OA と寛骨臼形成不全の有病率を明らかにし、これらの男女

差、年代別変化、地域差など記述疫学的背景を解明すると同時に、股関節 OA と寛骨

臼形成不全との相互関係を明らかにすることを目的とした。これにより股関節 OA 発

生に影響する要因に関する仮説をたてることが可能となる。 

 股関節 OA の有病率に加え、本疾患の発生や増悪の実情を把握し、影響を及ぼす因

子を探索することによって、股関節 OA の予防、増悪の防止が可能となる。そのため

にはまず予防のための指標となり得る発生率、増悪率の推定が必要となる。しかし、

これらの指標を求めるためには、一般住民を対象として、少なくとも 2 回以上の追跡

調査を実施し、股関節指標を得るための画像調査が必要となる。さらに OA は長期に

わたって緩徐に発生や悪化の経過をとるため、長期追跡調査が必要となる。そのため

股関節 OA の発生率や増悪率の報告は極めて少なく[9-11]、これまでの報告も診断基

準が不明確[9]、症候性股関節 OA のみを対象[10]、脱落率が高い[11]などそれぞれに

limitation をもつ。加えて、本邦においては、一般住民を対象とした股関節 OA の発

生率に関する報告は皆無である。 

また上述したように寛骨臼形成不全は股関節 OA の発生や増悪のリスクとされて

いるが、これに関する疫学的な研究はわずかである[8, 12-14]。欧米における研究では

寛骨臼形成不全をはじめとする股関節の形態異常が股関節 OA を引き起こす要因と

なること[12]、一般住民を調査した結果、股関節 OA の発生群と非発生群を比較する
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と発生群で有意に寛骨臼形成不全の頻度が高かったこと[13]が報告されている。一方

で、股関節 OA の発生や増悪を示す関節裂隙の狭小化と寛骨臼形成不全は有意な関連

がないとの報告もあり[14]、地域により見解が分かれている。本邦では、横断調査に

より股関節 OA 患者における寛骨臼形成不全の割合は 81％であると報告されている

が[8]、股関節 OA の発生率と同様、寛骨臼形成不全と股関節 OA の因果関係を解明す

る一般住民を対象とした縦断調査はこれまでに行われていない。 

 そこで、本研究では、研究Ⅱとして縦断的に股関節 OA の発生率・増悪率を検討し、

危険因子を明らかにするこにした（「本邦の一般住民における股関節 OA の発生率と

増悪率の推定とその危険因子の検討」）。よく管理され脱落が少ない大規模住民コホー

トの 10 年間の長期追跡調査結果を用いて、股関節 OA の発生率・増悪率を推定し、

それらの危険因子を解明することは、世界的にみても十分な報告のない本疾患の発生

や増悪に関する新しい知見につながり、根拠に基づく効果的な股関節 OA の予防法を

得るために有用であると考える。これにより、人生 100 年時代を見据えた健康寿命延

伸に向けて、要介護予防と高齢者の QOL の維持増進に貢献することが十分に期待で

きる。 
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第 2 章 方法 

研究Ⅰ 

「Ⅰ-1 本邦の一般住民における股関節OAの有病率の推定と、その関連因子の検討」 

「Ⅰ-2 本邦の一般住民における寛骨臼形成不全の有病率の推定と、股関節 OA との

関連の検討」 

研究Ⅰでは、本邦の一般住民における横断調査の結果を用いて股関節 OA の有病率と

その関連因子、さらに股関節 OA の原因の一つとして挙げられる寛骨臼形成不全の有

病率と股関節 OA との関連について検討を行う。 

 

2-1 対象 

The Research on Osteoarthritis/osteoporosis Against Disability （ROAD） study

は、要介護予防を最終目標とし、運動器疾患をターゲットとした大規模地域住民コホ

ートである。東京都板橋区（都市部）、和歌山県日高川町（山村部）、和歌山県太地町

（漁村部）の 3 地域に構築した地域住民からなるコホートで構成されている。ベース

ライン調査は、2005 年から 2007 年まで行い、対象は、3,040 名（男性 1,061 名、女

性 1,979 名）、ベースライン時の平均年齢は 70.3 歳である。60 歳以上の都市部、40

歳以上の山村部・漁村部在住の中高年男女全員を対象として参加依頼を出し、検診場

所まで自力歩行が可能であり、調査内容及びインフォームドコンセントの内容が理解



12 
 

できるもの全員を参加対象とした（本人の強い希望があった際は、対象年齢以下であ

っても参加を認めた）。参加者の地域別内訳は、都市部 1,350 名（男性 465 名、女性

885 名、平均年齢 76.6 歳）、山村部 864 名（男性 319 名、女性 545 名、平均年齢 68.9

歳）、漁村部 826 名（男性 277 名、女性 549 名、平均年齢 61.4 歳）である。参加対

象者には、検診項目として、400 項目以上にわたる自記式問診票調査（生活習慣、職

業歴、学歴、転倒歴、喫煙歴、飲酒歴、家族歴、既往歴、運動習慣、ADL、QOL な

ど）のほか、整形外科専門医による痛みやこわばり、治療歴についての問診および診

察、X 線検査（頸椎、胸椎、腰椎、両股関節、両膝関節）、骨密度測定、運動機能検査、

血液・尿検査等である。本コホートについては初回調査時に国民健康基礎調査で報告

されている日本人の性・年代別結果と、身長、体重、喫煙率、飲酒率を比較し、「国民

の代表的数値」と差異がないことを確認した[15]。 

 

 「研究Ⅰ-1. 本邦の一般住民における股関節 OA の有病率の推定と、その関連因子

の検討」に関しては、ベースライン調査において股関節単純 X 線正面像を撮影し得た

2,975 名（男性 1,043 名、女性 1,932 名、平均年齢 70.2 歳、X 線検査未実施 62 名、

X 線画像読影不可 2 名、両側大腿骨頚部骨折手術後 1 名を除く）を検討対象とした。 

 「研究Ⅰ-2. 本邦の一般住民における寛骨臼形成不全の有病率の推定と、股関節 OA

との関連の検討」に関しては、上記の股関節 X 線画像を撮影し得た人数から、さらに
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寛骨臼形成不全の診断に用いる股関節 X 線計測が実施不可能であった 12 名を除いた

2,963 名（男性 1,040 名、女性 1,923 名、平均年齢 70.2 歳）を検討対象とした。 

 

 本研究は、東京大学医学部倫理委員会の承認（承認番号：1264）、および和歌山県

立医科大学医学部倫理員会（承認番号：373）のもとに実施した。また、全対象者に

は書面にて研究参加の同意を得た。研究は、「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究

に関する倫理指針」に従って実施した。 

 

2-2 身体測定、問診 

 身長、体重測定を実施し、body mass index（BMI）を計算した。問診票にて、「飲

酒している」、または、「現在喫煙している」に該当した者を飲酒あり、喫煙ありと定

義した。さらに整形外科専門医による診察・問診の中で、過去 1 か月間に 1 日以上持

続する痛みがある場合を股関節痛ありとした。 

 

2-3 単純 X 線撮影 

単純 X 線画像は、両股関節正面画像を使用した。撮影体位は、立位で、膝蓋骨が正面

になるよう股関節内旋位とした。X 線中心線入射点は、正中線上で恥骨結合上縁より

5 cm 下方とし、カセッテへ垂直に入射した。使用機材は、Fuji ST-VI Computed 
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Radiography（CR） Imaging Plate （Fuji Medical Systems, Tokyo, Japan）を用

いて行った。単純 X 線画像は Digital Imaging and Communication in Medicine 

（DICOM）フォーマットにて、読影を行った。 

 

2-4 単純 X 線読影 

両股関節正面単純 X 画像を用いて、両股関節の読影を行った。読影には、

Kellgren/Lawrence（K/L）分類を用いた[16]。K/L 分類は、関節裂隙狭小化や骨棘、

骨硬化、骨嚢胞の有無や程度から判断して、0 から 4 の 5 段階に分類する読影方法で

ある。本研究では、原著のアトラスに基づき、さらにその定義を詳細に明記した

modified K/L 分類を使用した[3, 4]。 

 

Modified K/L 分類は以下の通りである。 

K/L grade 0：変化なし 

K/L grade 1：病理的重要性が疑わしい微細な骨棘あり 

K/L grade 2：骨棘あり、関節裂隙狭小化が疑わしい 

K/L grade 3：中程度の関節裂隙狭小化あり 

K/L grade 4：軟骨下骨の骨硬化を伴う重度の関節裂隙狭小化あり 
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図 1．Kellgren/Lawrence 分類の例 
変形性関節症の程度を総合して 0-4 の 5 段階に分類した[3, 4]。 

 

読影は、ベースライン調査の全画像を 1 名の整形外科医（T.I.）が行った。再現性を

検討するため、ベースライン調査における全画像から無作為に抽出した 100 画像を 1

か月後に再読影した。また同じ 100 画像を別の整形外科専門医（S.M.）が読影した。

単純 X 線画像読影の再現性をカッパ（κ）計数で算出したところ、評価者内及び評価

者間再現性は、それぞれ κ＝0.87、0.85 であり、主たる測定者 T.I.の読影結果への信

頼性が得られる数値と判断した。股関節 OA の診断は、K/L 分類にて、左右どちらか

一方でも K/L 分類 2 以上であれば股関節 OA あり、K/L 分類 3 以上であれば重症股

関節 OA ありと定義した。また、人工股関節全置換術後の股関節（13 名、18 股関節）

に関しては K/L 分類 4 と判断した。ただし、股関節 OA と股関節痛との関連を検討

する際には、人工股関節全置換術後の 18 股関節は除外した。さらに、股関節 OA と

同側に股関節痛を持つ場合は症候性股関節 OA ありと定義した。 
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2-5 単純 X 線画像計測 

「研究Ⅰ-2. 本邦の一般住民における寛骨臼形成不全の有病率の推定と、股関節 OA

との関連の検討」に関して、ベースライン調査で撮影し得た単純 X 線画像を用いて、

寛骨臼形成不全の診断に広く用いられている Center-edge （CE）角を計測した[8, 12, 

13, 17]。CE 角は、大腿骨頭中心を通り、左右の骨頭中心を結ぶ線の垂線と、骨頭中

心と臼蓋外側縁を結んだ線とのなす角である（図 2）[18]。なお、大腿骨頭が高度に

変形していた際は、大腿骨頭の内側縁と外測縁の中線と大転子の先端からの水平線の

交点を大腿骨頭中心と仮定し、計測を行った。 

 

 

          図 2．CE 角 
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まず、計測者 T.I.における評価者内の再現性を検討するため、ベースライン調査にお

ける全画像から無作為に抽出した 60 画像を 1 か月後に T.I.が再計測した。また、評

価者間の再現性を検討するため、同じ 60 画像を別の整形外科医（S.M.）が計測した。

計測値の再現性を級内相関係数（intraclass coefficients of correlation, ICC）を用い

て検討したところ、評価者内及び評価者間再現性は、それぞれ ICC＝0.88、0.78 であ

り、T.I.の測定者としての信頼性が得られる数値と判断した。 

 CE 角 20 度未満を寛骨臼形成不全ありと定義した[19]。 

 

2-6 統計解析 

年齢、身長、体重、BMI の 2 群間の比較には t 検定を用い、股関節 OA や股関節痛、

寛骨臼形成不全の有無と 2 群間の比較には χ2乗検定、若しくは 3 群以上の場合はロ

ジスティック回帰分析を用いた。ただし、χ2乗検定の際、期待値が5未満の時はFisher

の正確検定を用いた。股関節 OA や股関節痛に対する関連因子や、寛骨臼形成不全と

股関節 OA との関連を検討する際は多変量ロジスティック回帰分析を用いた。有意水

準は p < 0.05 とし、解析には JMP® 11.0 （SAS Institute, Cary, NC）を使用した。 
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研究Ⅱ 「本邦の一般住民における股関節 OA の発生率と増悪率の推定とその危険因

子の検討」 

研究Ⅱでは、本邦の一般住民における縦断調査の結果を用いて、股関節OAの発生率、

増悪率、さらには危険因子を検討する。 

 

2-7 対象 

ROAD study は、2005 年～2007 年のベースライン調査の後、追跡調査を実施し、対

象者を前向きにフォローしている。2008 年～2010 年の第 2 回調査（3 年目）、2012

～2013 年の第 3 回調査（7 年目）、2015 年～2016 年の第 4 回調査（10 年目）を実施

した。予後や転帰の把握を含めた追跡率はそれぞれ 98.3％、89.4％、82.8％であった。

追跡調査参加人数は、第 2 回調査が 2,485 名（男性 841 名、女性 1,644 名、平均年齢

71.7 歳、第 3 回調査が 2,016 名（男性 661 名、女性 1,355 名、平均年齢 72.6 歳）、

第 4 回調査が 1,666 名（男性 526 名、女性 1,140 名、平均年齢 76.2 歳）であり、調

査参加率はそれぞれ 81.7％、66.3％、54.8％であった。追跡調査時には、それぞれ 200

項目以上にわたる問診票調査、整形外科専門医による問診・診察、X 線検査、骨密度

測定、運動機能検査などを行った。 

 本研究Ⅱ 「股関節 OA の発生率と増悪率の推定とその危険因子の検討」に関して

は、ベースライン調査に参加した 2,975 名（男性 1,043 名、女性 1,932 名、平均年齢
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70.2 歳）を対象とし、第 2 回から第 4 回までの追跡調査の結果を使用した。 

 

2-8 身体測定、問診 

研究Ⅰと同様に実施した（13 ページ）。 

 

2-9 単純 X 線撮影 

研究Ⅰと同様に実施した（13 ページ）。 

 

2-10 単純 X 線読影 

研究Ⅰと同様に、第 2 回から第 4 回までの全画像の読影を K/L 分類を用いて 1 名の

整形外科医（T.I.）が行った（14 ページ）。 

 

2-11  本研究における発生と増悪の定義 

本研究では、股関節 OA の発生を、ベースライン調査にて左右ともに K/L 分類 0 ま

たは 1 であり、第 2 回調査以降で左右どちらか一方でも K/L 分類 2 以上となったも

のと定義した。 

股関節 OA の増悪については、ベースライン調査で左右どちらか一方でも K/L 分

類 2 または 3 であった股関節が第 2 回調査以降でべースライン調査時から一段階以
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上の K/L 分類に上がったものと定義した。ベースライン時に股関節 OA 未発症であ

る K/L 分類 0,1 に分類された対象者は、本研究では発生として取り扱うため増悪の対

象に含めなかった。さらにベースライン調査時に K/L 分類 4 と判定されたものは、分

類上、これ以上増悪しないため、増悪の対象から除外した。 

 股関節 OA 発生率、増悪率の算出は、人年法を用いて行った。 

 

2-12 単純 X 線画像計測 

研究Ⅰと同様に X 線画像の計測を実施し、CE 角 20 度未満を寛骨臼形成不全と定義

した[19] （16 ページ）。 

 

2-13 統計解析 

年齢、身長、体重、BMI の 2 群間の比較には t 検定を用い、股関節 OA の発生、増悪

の有無と 2 群間の比較には χ2乗検定、若しくは 3 群以上の場合はロジスティック回

帰分析を用いた。股関節 OA の発生、増悪に対する危険因子を検討する際は Cox 回帰

分析を用いた。有意水準は p < 0.05 とし、解析には JMP® 11.0 （SAS Institute, Cary, 

NC）を使用した。 
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第 3 章 結果 

研究Ⅰ-1 本邦の一般住民における股関節 OA の有病率の推定と、その関連因子の検討 

3-1 股関節 OA の有病率 

 表 1 に対象者 2,975 名の背景を、表 2 に股関節 OA の有病率の詳細を示した。左右

どちらか一方でも K/L 分類 2 以上の股関節 OA の有病率は 15.7％であり、有意に男

性の方が女性よりも有病率が高かった（p = 0.0055）。また K/L 分類 3 以上の重症股

関節 OA の有病率は 2.12％であり、こちらは有意に女性の方が男性よりも有病率が高

かった（p = 0.0309）。 
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男女別年代別（50 歳未満、50-59 歳、60-69 歳、70-79 歳、80 歳以上）にこれらの有

病率を検討したところ、股関節 OA、重症股関節 OA、股関節痛それぞれ男女共に年

齢による明らかな有病率の増加はみられなかった（図 3）。 

 

 
図 3．（A）性年齢別の股関節 OA、重症股関節 OA の有病率 
図 3．（B）性年齢別の股関節痛の有病率 
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3-2 股関節 OA の関連因子 

多変量ロジスティック回帰分析の結果、股関節 OA は BMI27.5 以上の肥満、男性と

有意な関連がみられた。年齢との有意な関連はなかった（表 3）。一方、重症股関節 OA

及び股関節痛は女性と有意な関連がみられた。ともに年齢、BMI との有意な関連はな

かった。 
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次に股関節 OA の重症度と股関節痛との関連を検討するために、2,975 名、5,846 股

関節（片側人工股関節全置換術後、片側大腿骨頚部骨折術後、股関節痛の情報欠損等、

104 股関節除外）について解析を行った。K/L 分類 0、1 を股関節 OA なし群、K/L 分

類 2 を股関節 OA 群、K/L 分類 3 以上を重症股関節 OA 群に分類した上で、股関節

OA 重症度別の股関節痛保有率をグラフに示した（図 4）。男性女性ともに重症股関節

OA 群と比較すると、股関節 OA なし群だけでなく、股関節 OA 群も著しく股関節痛

保有率が低かった。 

 

 

図 4．股関節 OA 重症度別の股関節痛有病率 

「股関節 OA なし」は K/L 分類 0、1、「股関節 OA」は K/L 分類 2、「重症股関節 OA」

は K/L 分類 3 以上とした。 
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研究Ⅰ-2 本邦の一般住民における寛骨臼形成不全の有病率の推定と、股関節 OA と

の関連の検討 

3-3 寛骨臼形成不全の有病率 

表 4 に対象者 2,963 名の背景を示し、図 5 に 5,888 股関節（片側人工股関節全置換術

後、片側大腿骨頚部骨折術後の 38 股関節除外）の CE 角計測結果を示した。CE 角の

平均値（標準偏差）は、30.1（7.8）度［男性 30.6（7.5）度、女性 29.9（8.0）度］で

あり、女性の方が男性よりも有意に角度が小さかった（p = 0.0018）。年代別にみると、

男性では 50 歳未満、50 代、60 代、70 代、80 歳以上でそれぞれ 29.5（6.7）、29.6

（7.4）、28.2（7.7）、31.2（7.1）、31.7（8.0）度で、女性ではそれぞれ 27.8（7.1）、

28.0（8.4）、28.3（8.0）、31.0（7.9）、31.0（7.6）度であった。40 代と 50 代は男性

よりも女性の方が有意に角度は小さかった（p = 0.0328、0.0170）。 
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図 5．性年齢別の CE 角の平均値 



29 
 

寛骨臼形成不全（CE 角 20 度未満）の有病率は、13.9％（男性 11.8%、女性 15.1％）

で有意に女性の方が男性よりも高かった（p = 0.0147）。男女別年代別にこれらの有病

率を検討したところ、男性、女性ともに 60 代以下が 70 代以上よりも有病率が高かっ

た（ともに p < 0.0001）。（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6．性年齢別の寛骨臼形成不全の有病率 
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3-4 寛骨臼形成不全の関連因子 

寛骨臼形成不全の関連因子を検討するために、2,963 名、5,833 股関節（片側人工股

関節全置換術後、片側大腿骨頚部骨折術後、股関節痛の情報欠損等、93 股関節除外）

について解析を行った。年齢、性別、BMI、居住地域、股関節痛を説明変数とし、多

変量ロジスティック回帰分析を行った。その結果、年齢、女性、居住地域、股関節痛

は寛骨臼形成不全と有意な関連がみられた（表 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
寛骨臼形成不全の有無を目的変数に、年齢、性、体格指数（BMI）、居住地域、股関節

痛、それぞれを単独の説明変数とし、ロジスティック回帰分析を用いてオッズ比を推

定した（Crude OR）。さらに、年齢、性、BMI、居住地域、股関節痛すべてを同じモ

デルに入れてロジスティック回帰分析を行った（Adjusted OR）。 
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3-5 股関節 OA と寛骨臼形成不全との関連 

股関節 OA と寛骨臼形成不全との関連を検討するため、まず股関節毎における股関節

OA 重症度別（股関節 OA なし群、股関節 OA 群、重症股関節 OA 群）の寛骨臼形成

不全の割合を示したグラフである（図 7）。男女ともに、股関節 OA なし群と股関節

OA 群と比較して、重症股関節 OA 群の寛骨臼形成不全の割合が高かった。 

 

 

 

図 7．股関節 OA 重症度別にみた寛骨臼形成不全の有病率（％） 

「股関節 OA なし」は K/L 分類 0、1、「股関節 OA」は K/L 分類 2、「重症股関節 OA」

は K/L 分類 3 以上とした。 
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多変量ロジスティック回帰分析の結果、股関節 OA 群は寛骨臼形成不全と有意な関連

がなかったのに対し、重症股関節 OA 群は寛骨臼形成不全と有意な関連がみられた

（表 6）。 

 

 

 
 

寛骨臼形成不全の有無を目的変数に、股関節 OA の重症度を説明変数とし、ロジステ

ィック回帰分析でオッズ比を推定した（Crude OR）。さらに、年齢、性、体格指数（BMI）、
居住地域を補正してロジスティック回帰分析を行った（Adjusted OR）。 
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研究Ⅱ 本邦の一般住民における股関節 OA の発生率と増悪率の推定とその危険因

子の検討 

3-6 股関節 OA の発生率と増悪率 

股関節 OA の発生率と増悪率を推定するにあたり、リスク集団（population at risk）

を、ベースライン調査参加者からいずれかの股関節にすでに K/L 分類 2 以上の股関

節 OA を有するものを除き、両股関節とも K/L 分類 0 または 1 であった 2,508 名（男

性 853 名、女性 1,655 名）とした。 

股関節 OA 増悪については、ベースライン調査参加者から股関節 OA 未発症者及び

すでに股関節画像において K/L 分類が 4 に達している（これ以上悪化しない）29 名

を除き、どちらか一方でも股関節が K/L 分類で 2 または 3 であった 438 名（男性 187

名、女性 251 名）を population at risk とした。発生、増悪の解析における population 

at risk の背景を表 7 に示す。 

 股関節 OA の発生率は 7.5/1,000 人年（17,769.3 人年、133 名）、男性 5.6/1,000 人

年（5,858.0 人年、33 名）、女性 8.4/1,000 人年（11,911.3 人年、100 名）であり、有

意に女性の発生率が高かった（p = 0.0214）。また股関節 OA の増悪率は 4.3/1,000 人

年（3226.9 人年、14 名）、男性 2.2/1,000 人年（1392.0 人年、3 名）、女性 6.0/1,000

人年（1,834.9 人年、11 名）であり、有意な男女差はなかった（p = 0.1021）。 
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男女別年代別に検討したところ、男性の股関節 OA の発生率、増悪率は年齢による明

らかな増加はみられなかったが、女性の股関節 OA の発生率、増悪率は年齢と共に増

加する傾向であった（図 8、9）。 

 

 

図 8．性年齢別の股関節 OA の発生率 

 

 

図 9．性年齢別の股関節 OA の増悪率 
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3-7 股関節 OA の発生・増悪に対する危険因子 

  股関節 OA の発生に対する危険因子を検討するため、ベースライン調査にて両股

関節とも K/L 分類 0 または 1 であった 2,508 名、4,928 股関節（片側大腿骨頚部骨折

術後、股関節痛の情報欠損等、88 股関節除外）について解析を行った。多変量 Cox 回

帰分析の結果、年齢、BMI27.5 以上の肥満、寛骨臼形成不全が有意に股関節 OA の発

生と関連があった（表 8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
股関節 OA の発生をイベントとし、年齢、性、体格指数（BMI）、居住地域、股関節

痛、寛骨臼形成不全、それぞれを単独の説明変数として、Cox 回帰分析を用いて、ハ

ザード比を推定した（Crude HR）。さらに、年齢、性、BMI、居住地域、股関節痛、

寛骨臼形成不全、すべてを同じモデルに入れて Cox 回帰分析を行った（Adjusted HR）。 
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同様に、股関節 OA の増悪に対する危険因子を検討するため、ベースライン調査にて

左右どちらか一方でも股関節が K/L 分類で 2 または 3 であった 438 名を 607 股関節

（片側の股関節が K/L 分類 0 または 1、片側人工股関節全置換術後、片側大腿骨頚部

骨折後等、269 股関節除外）として検討を行った。多変量 Cox 回帰分析の結果、股関

節痛と寛骨臼形成不全が股関節 OA の増悪と有意に関連していた（表 9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
股関節 OA の増悪をイベントとし、年齢、性、体格指数（BMI）、居住地域、股関節

痛、寛骨臼形成不全、それぞれを単独の説明変数として、Cox 回帰分析を用いて、ハ

ザード比を推定した（Crude HR）。さらに、年齢、性、BMI、居住地域、股関節痛、

寛骨臼形成不全、すべてを同じモデルに入れて Cox 回帰分析を行った（Adjusted HR）。 
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第 4 章 考察 

本研究は、本邦の一般住民における股関節 OA の有病率および発生率・増悪率を明

らかにした。 

研究 I では本コホートにおける股関節 OA の有病率は 15.7％、重症股関節 OA の有

病率は 2.1％であること、股関節 OA は男性の有病率が高く、肥満と関連がみられる

こと、一方 K/L 分類 3 以上の重症股関節 OA については女性の方が高い有病率を示

し、重症股関節 OA は股関節痛と極めて強く関連することを示した。また股関節 OA

の原因の一つとして考えられている寛骨臼形成不全の有病率は 13.9％であり、股関節

痛と重症股関節 OA と関連することが明らかになった。 

さらに研究 II では、10 年間に及ぶ追跡調査の結果から、股関節 OA の発生率が

7.5/1,000 人年であり、股関節 OA の増悪率は 4.3/1,000 人年であることを明らかにし

た。さらに股関節 OA 発生に対する危険因子は年齢、肥満、寛骨臼形成不全であり、

股関節 OA 増悪に対する危険因子は股関節痛、寛骨臼形成不全であることも示した。 

股関節 OA に関する有病率、発生率については、本邦のみならず欧米の報告を含め

てもその数は極めて少なく、本研究の結果は本邦の股関節 OA の予防・治療戦略を構

築する上で貴重なデータとなる。以下で個々の結果について考察する。 
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股関節 OA の有病率 

 本邦における股関節 OA の有病率に関する報告はわずかしかない。Inoue らは K/L

分類 3 以上を股関節 OA と定義した場合、20-79 歳の日本人 782 名の股関節 OA の有

病率は男性 1.4％、女性 3.5％と報告した[20]。しかし、静脈性尿路造影を行った患者

のデータであり、日本人を代表する集団とは言えない。我々が調べた限り、一般住民

を対象とした日本人の調査は、共同研究者である Yoshimura らの報告のみであった

[2]。Croft 分類 3 以上を股関節 OA と定義した場合[21]、60-79 歳の日本人 198 名の

股関節 OA の有病率は男性 0％、女性 2％であった。しかし、この研究は 1998 年に

報告されものであり、高齢化社会が進んでいる日本では状況が大きく変化している可

能性もある。さらに、Croft 分類 3 は、骨棘・関節裂隙狭小化・軟骨下骨の骨硬化・

嚢胞形成のうち 2 つ以上を満たすものであり、K/L 分類における重症股関節 OA に相

当する。国内の 2 報告と本研究は、対象者の年齢や股関節 OA の定義も異なるため直

接比較は難しいものの、K/L 分類 3 以上の重症股関節 OA の有病率に大きな差はな

く、女性の有病率が高かった点においても一致している。これまでの報告では K/L 分

類 2 度の股関節 OA の有病率は示されていなかったが、本研究によって本邦における

有病率が初めて明らかとなった。 

 本邦と諸外国における股関節 OA の有病率に関して読影時の検者間誤差や対象と

なる年齢も異なることから、厳密な比較は困難ではあるが、欧米と比較すると本邦に
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おける股関節 OA の有病率は同等もしくは低値であった。表 10 に代表的な股関節 OA

のコホート研究を示した[3-6]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アフリカ系アメリカ人も含まれる Johnston County prevalence study の男女や

Framingham study における男性の股関節 OA の有病率は、本研究と比較して高値で

あった[3, 4]。一方、中国人を対象とした Beijing OA study は、K/L 分類を用いては

いないが、重症股関節 OA の有病率が男性 1.1％、女性 0.9％としている[6]。人種が

股関節 OA の有病率に影響を与えることが知られており、アジア人における股関節
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OA の有病率は低いことが報告されていたが[2, 6, 20, 22, 23]、本研究では欧米との差

はさほど大きくなかった。 

 本研究においては股関節 OA の有病率は男女ともに年齢との有意な関連はみられ

なかった。Copenhagen City Heart study では、男女ともに年齢と共に有病率が上昇

していた[24]。一方 Beijing OA study は、男性は年齢と共にわずかに上昇したが、女

性は年齢との関連がなく[6]、本研究と同様の傾向を示した。以上の結果から、年齢と

の関連に関しても人種による違いが示唆された。また、本研究と同じコホートを用い

た報告において、変形性腰椎症と変形性膝関節症の有病率が有意に年齢と共に上昇す

ることが報告されており[25, 26]、股関節 OA の病因は腰椎や膝関節と異なることが

示唆された。 

 本研究では、重症股関節 OA と同様、股関節痛の有病率も 1.9％と低い値であった。

欧米では股関節痛の有病率は 7-40％であり[3-6, 27]、中国人も男性が 6％、女性 11％

と報告されている[6]。すなわち欧米とアジア間のみならず、同じアジア人の中でも痛

みを訴える割合が大きく異なることが明らかとなった。また、股関節 OA の重症度別

に股関節痛の保有率を検討すると、股関節 OA なし群と K/L 分類 2 である股関節 OA

群は保有率が 1％程度であったのに対し、K/L 分類 3 以上の重症股関節 OA 群は男性

が 11％、女性が 45％と高く、股関節 OA なし群と比較して、重症股関節 OA 群は股

関節痛を有するオッズ比が 123 倍と極めて高かった。ROAD study からはこれまで
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に膝関節 OA と膝痛の関連が報告されているが、重症膝関節 OA 群は膝関節 OA なし

群と比較して、膝痛を有するオッズ比は 9 倍であった[25]。同じ下肢の荷重関節では

あるが、膝関節と比較して股関節の方が OA の重症度と痛みとの関連が強い可能性が

ある。 

 

寛骨臼形成不全の有病率 

 寛骨臼形成不全の頻度に関する報告は、本邦のみならず海外からのものも含めても

極めて少ない。共同研究者である Yoshimura らは、一般住民を対象とした CE 角の

平均値は男女ともに 31 度であったとしており[2]、また、中村は股関節疾患以外で整

形外科受診した患者男女 200 人の CE 角の平均値は男性 31.4 度、女性 29.9 度であっ

たとしている[28]。本研究では男性が 30.6 度、女性が 29.9 度であり、ほぼ同様の結

果と言える。また、Yoshimura らはイギリス人との比較検討を行っており、イギリス

人の CE 角の平均値は、男性 36 度、女性 37 度であり、日本人よりも有意に CE 角が

大きかったとし、さらに、CE 角 25 度未満の寛骨臼形成不全の日本人の有病率は男性

16%、女性 19%であり、イギリス人の有病率は男女ともに 4%と報告している[2]。海

外からの報告としては、Copenhagen City Heart study では CE 角 20 度未満の寛骨

臼形成不全の有病率を約 3.5％としている[17]。また静脈性尿路造影を行ったイギリ

ス人および香港人男性患者を調査した報告では、それぞれの有病率を 1.0％と 1.1％
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と報告している[22]。本研究では CE 角 20 度未満を寛骨臼形成不全と定義した有病

率は 13.9％であり、Yoshimura らの定義とは異なるため、直接比較は難しいものの

大きく差はなかった。さらに本邦の寛骨臼形成不全の有病率は、アジアを含めて諸外

国よりも高いことが明らかとなった。 

  

股関節 OA の発生率・増悪率 

 これまでに国内で一般住民を対象とした股関節 OA の発生率・増悪率に関する報告

はなく、本研究が本邦での初めての報告である。諸外国からも股関節 OA の発生率・

増悪率の報告は少なく、長期間の追跡調査を実施して発生率を人年法で推定した報告

はごくわずかである。Alhambra らは、スペイン人の股関節 OA の発生率は 2.1/1000

人年 （男性 1.7/1000 人年、女性 2.4/1000 人年）であったと報告している[9]。また、

Oliveria らは、アメリカ人の症候性股関節 OA の発生率は 88/100,000 人年であった

と報告している[10]。これは 1,000 人あたりに換算すると、本研究の結果よりかなり

低い値となる。しかし、本研究において、K/L 分類 2 以上の股関節 OA の有病率は

15.7％であるが、そのうち股関節痛を有する症候性股関節 OA の有病率は 0.8％であ

った。したがって、本研究と Oliveria らの報告との発生率の差は、X 線画像上の股関

節 OA か症候性の股関節 OA という定義の違いが一つの要因であると考えられる。他

に、発生率の推定方法が異なる研究ではあるが、Rotterdam study では股関節 OA の
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累積発生率が 3.9％、増悪率が 10.1％であったと報告されている[11] 。 

 本研究と同じコホートにおける膝関節 OA に関する結果と比較すると、膝関節 OA

は股関節 OA より有病率が約 3 倍高く、発生率・増悪率も高い[25, 29]。この結果を

欧米からの報告と比較すると、スペインからの報告では、膝関節 OA は 6.5/1000 人

年[9]、アメリカからの報告では症候性膝関節 OA は 240/100,000 人年であり[10]、と

もに本研究と同じく股関節より膝関節の発生率の方が高いという結果であり、本研究

と一致する。したがって膝関節 OA の発生率が股関節 OA 発生率より高いという点は

人種を超えて共通した特徴であると考えられる。 

 

寛骨臼形成不全と股関節 OA との関係 

 股関節 OA は、原因が明らかでない一次性と、寛骨臼形成不全や関節リウマチ、外

傷等が原因となる二次性に大きく分けられる。欧米の股関節 OA はほとんどが一次性

であり[30]、本邦では寛骨臼形成不全に伴う二次性の股関節 OA が圧倒的に多いと報

告されている。Jingushi らは、本邦における股関節 OA 患者の 81％が寛骨臼形成不

全を伴うことを報告している[8]。 

本研究では、寛骨臼形成不全が股関節 OA 発生の危険因子であり、寛骨臼形成不全

と股関節痛が股関節 OA 増悪の危険因子であることを明らかにした。一般住民を対象

とした大規模な報告は、欧米からの報告を含めても極めて少ないが、Rotterdam study
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では、一般住民を平均 6.6 年追跡調査し、股関節 OA 非発生群では 3.8％がベースラ

イン時に寛骨臼形成不全（CE 角 25 度未満）であったのに対し、股関節 OA 発生群で

は 12.6％がベースライン時に寛骨臼形成不全であり、股関節 OA の発生と寛骨臼形成

不全は有意に関連することを報告している[13]。また Chingford study では、CE 角

が小さいことは股関節 OA 患者が将来的に人工股関節全置換術が必要となるリスク

を予見できることを報告している[31]。さらに、イギリスの case-control study では、

CE 角の第一三分位は第二、第三三分位と比較して有意に股関節 OA と関連すること

を報告している[32]。一方で、対象にコーカソイドとアフリカ系アメリカ人を含む

Johnston County study は 6-13 年追跡した調査から、股関節 OA の増悪と CE 角 25

度未満の寛骨臼形成不全は有意な関連がなかったと報告している[33]。欧米では股関

節 OA の多くは一次性であることが報告されているが[30] 、欧米諸国内でも地域や

人種により股関節 OA と寛骨臼形成不全との関連の強さが異なることが示唆された。 

また、寛骨臼形成不全が股関節 OA 発生と増悪の危険因子であることが明らかにな

ったことで、乳児期における寛骨臼形成不全を含む発育性股関節形成不全

（developmental dysplasia of the hip, DDH）の早期発見、早期治療がより重要と考

えられる。DDH は、遺伝や周産期の体位[34] 、発育期の誤った習慣[35, 36]が要因と

なる股関節の脱臼、亜脱臼、寛骨臼形成不全を含めた総称である。DDH の治療とし

ては装具による保存療法と骨盤骨切り術といった手術療法があり、装具による整復率
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は 80-95%とされており[37-39]、就学前に行った骨盤骨切り術後の長期追跡調査にお

いても 88%が CE 角 20 度以上を維持できており、成績良好とされている[40]。乳児

期における DDH の早期診断、早期治療を行うことが、将来の寛骨臼形成不全及び股

関節 OA の予防につながることが示唆される[41, 42] 。 

 

股関節痛と股関節 OA の関係 

 股関節痛と股関節 OA の関連に関して、Lane らはアメリカの一般住民を 8 年間追

跡した結果、ベースラインで股関節痛を有していた群の 53.7％は股関節 OA が増悪し

たと報告している[43] 。本研究の結果と合わせると、現時点で股関節 OA の程度が軽

くとも、股関節痛を訴えている場合は、将来的に股関節 OA が増悪する可能性が高い

と想定しながら経過を診ることは重要であると考える。しかし、実際に股関節痛に対

する疼痛コントロールを行うことで股関節 OA の発生や増悪を予防することが可能

かに関しては、これまでに報告がない。今後、ROAD study の追跡調査において、鎮

痛薬内服をはじめとする治療歴と股関節 OA の発生や増悪に関してもさらに解析し

ていきたい。 

一般的に過体重はOAのリスクであると考えられている。本研究では多変量解析の

結果、年齢とともにBMI27.5以上の肥満が股関節OA発生の危険因子であることが明

らかとなった。一方、Rotterdam studyではBMIは股関節OAの発生・増悪のリスクと
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はならないと報告されている[11]。股関節OAの発生とBMIとの関係についての報告

はこの1報のみであるものの、欧米と本邦では体格に大きな差があり、股関節OA予防

に向けたエビデンスの構築のため、今後さらなる研究が必要である。 

男女差に関して、股関節OAの有病率は報告によって異なる結果が示されており、

地域や人種差による影響が示唆される。欧米では、女性よりも男性の方が高い有病率

であるという報告もあるが[4, 17]、Johnston County prevalence studyとRotterdam 

studyでは男性よりも女性の方が有病率は高いと報告されている[3, 5]。本邦において

は、股関節OAの有病率の報告はなく、重症股関節OAは女性の方が有病率は高かった

[2, 20]。本研究では、股関節OAと重症股関節OAそれぞれの有病率を検討し、股関節

OAの有病率は有意に男性の方が高値であるのに対し、重症股関節OAの有病率は女性

の方が有意に高値であることが明らかにされた。しかし、股関節OAと重症股関節OA

の有病率の男女差には、乖離があった。股関節OAの有病率は男性の方が高いことに

関して、K/L分類2である股関節OAは、主に骨棘が形成されるタイプの股関節OAであ

った。日本人男性は女性よりも腰椎の骨棘を形成しやすいという報告もあることから

[44, 45]、腰椎と同様に股関節も男性の方が骨棘を形成しやすい可能性が示唆された。

また、重症股関節OAの有病率は女性が高いことに関しては、本研究において股関節

OA増悪の危険因子であった寛骨臼形成不全と股関節痛の有病率がともに女性の方が

高いことが理由として推察される。加えて、本研究では男性より女性の方が股関節OA
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の発生も増悪も該当者数は多かったものの、股関節OAの発生のみ統計学的な有意差

があった。Alhambra、Oliveriaらは、股関節OAの発生は有意に女性の方が多かった

と報告しており[9, 10]、本研究と一致している。重症股関節OAの男女差と同様、股関

節OA発生と増悪の男女差に関しても、それぞれの危険因子と示唆された寛骨臼形成

不全の有病率の男女差が影響を及ぼしていることが考えられる。股関節OAの増悪に

関しては、増悪の人数が少なく統計学的な有意差がなかった可能性も考えられ、今後

のさらなる追跡調査及び検討が必要である。 

 また、本邦における臨床報告では、股関節OA患者は女性が多いと報告されている

[8]。本研究において、股関節OAの有病率は男性が多く、臨床報告との乖離がみられ

た。しかし、本研究では、主に骨棘がみられるK/L分類2の股関節OAでは痛みはほと

んどなく、関節裂隙の狭小化が出現するK/L分類3以上の重症股関節OAとなってから

痛みとの関連が非常に強くなり、重症股関節OAの有病率は女性の方が有意に高かっ

た。すなわち、病院を受診するような有症状の股関節OAの患者は女性の方が多いこ

とが、これまで股関節OAの有病率が女性で高いとされてきた原因であると考えられ

る。 

股関節OAの有病率・発生率と寛骨臼形成不全の有病率に関して、本研究では有意

な地域差がみられた。まず、股関節OAの有病率に関して、都市部と比較して漁村部、

山村部の有病率が重症股関節OAを含めて高く、職業など環境因子が股関節OAに影響
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を及ぼしていることが示唆された。農業従事者は、非従事者と比較して、股関節OAの

リスクが高いことが報告されている[23, 24]。主な産業が漁業と農業である漁村部、

さらに主な産業が林業と農業である山村部は身体活動量が多く、股関節への負荷が高

いことが都市部と比較して股関節OAの有病率高値の一因になっている可能性が示唆

された。また、寛骨臼形成不全の有病率は山村部で高値であった。山村部における地

域差の原因は明らかではないが、寛骨臼形成不全は、家族内発生率が高く、多因子遺

伝であるとの報告があり[46, 47]、さらに寛骨臼形成不全を伴う股関節OA患者家族を

調査した結果、第13番染色体に原因遺伝子の一つが存在したことも報告されているこ

とから[48]、地域差が生じる要因として遺伝的要素も考えられる。股関節OAの発生率

は山村部において高いことに関しては、股関節OA発生に対する危険因子と示唆され

た寛骨臼形成不全の有病率が山村部で最も高かったことが大きな要因であったと推

察する。 

 

 本研究の limitation として、まずコホート研究という特徴に起因する対象者の選択

バイアスが挙げられる。本研究は検診データを元にしており、対象者は検診の場所に

自力で来ることが可能であり、明らかな認知症を有していない人が対象となっている

ため、一般人口と比較すると健康度が高い集団である可能性がある。しかし、ベース

ライン調査実施年の国民健康栄養調査のデータと比較すると、年代ごとの身長、体重
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は同等であることから、ある程度本邦の一般住民の代表性を有した集団であると見な

せる。2 点目は、長期追跡調査による追跡調査不参加（ドロップアウト）の問題であ

る。本研究ではベースライン調査参加者のうち、3 年目に 18.3％、7 年目に 33.7％、

10 年目に 45.2％のドロップアウトが生じている。これは運動器疾患の予防を目的と

した中高年者を対象としたコホートとしては低い値であり[11, 49, 50]、さらにドロッ

プアウトの影響を減らすために発生率・増悪率には人年法を用いた推定を行っている

が、ドロップアウトによる「生存者バイアス」などの影響は考慮せねばならない。実

際、本研究においてドロップアウトの理由で最も多いのが死亡であった。3 点目は、

本研究の問診票調査に DDH の既往が含まれていない点である。股関節 OA 発生や増

悪に対する危険因子を検討する上で、現在の寛骨臼形成不全のみでは危険因子を過小

評価している可能性がある。しかし、本コホートでは、13 年目の第 5 回調査より、問

診票調査に DDH の既往、治療歴の有無を追加したため、今後さらなる解析を行って

いく予定である。4 点目は、他の交絡因子の存在である。本研究では、まず疫学的に

重要と考えられる年齢、性別、BMI、居住地域を基本因子とし、多変量解析に用いた。

しかし、本コホートでは既往歴や家族歴、職業歴を含む 400 項目以上の問診票調査や

運動機能検査、栄養調査など多岐にわたる調査を実施しており、今後さらなる危険因

子の探索を行っていく予定である。5 点目は、CE 角を計測する際に、大腿骨頭に高

度な変形があった際、大腿骨頭の内側縁と外測縁の中線と大転子の先端からの水平線
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の交点を大腿骨頭中心と仮定し、計測を行うことで本来の大腿骨頭中心に近似させた

が、計測の正確性において制限が残る。これらの limitation を結果の解釈の際に考慮

する必要がある。 

 

 以上、本研究によって本邦の股関節 OA の有病率、発生率、増悪率が示された。

また股関節 OA の発生や増悪に関与する因子についても明らかになった。今後、本コ

ホートの追跡調査をさらに実施し、データの蓄積、さらなる解析を進めることにより、

股関節 OA の精度の高い予防法開発へとつながり、高齢者の介護予防、QOL の増進

に役立つことが期待される。 
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